
 
 

- 1 - 

 

＜補足文書＞ 

我が国における課税対象利益を基礎とする税金及び税効果会計にお

ける税率に関する取扱いについて 

 
2 0 2 6 年 7 月 7 日 

企業会計基準委員会 

 

目 的 

1.  本文書は、当委員会が公表する企業会計基準第 27 号「法人税等に関する会計基準」

（以下「法人税等会計基準」という。）、企業会計基準適用指針第 28 号「税効果会計に

係る会計基準の適用指針」（以下「税効果適用指針」という。）及び実務対応報告第 42

号「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（以下「実

務対応報告第 42 号」という。）を適用するにあたり、実務に資するための情報を提供す

ることを目的としている。 

2.  本文書は企業会計基準、企業会計基準適用指針、実務対応報告及び移管指針（以下「企

業会計基準等」という。）を追加又は変更するものではなく、企業会計基準等の適用に

あたって参考となる文書である。 

 

本文書の公表の経緯 

3.  当委員会は、2026 年に法人税等会計基準及びその実務上の取扱いに関する指針を改

正し、法人税等会計基準においては、その適用対象となる税金を特定する従来の方法を

見直し、原則的な定めを置く方法に変更することとした。 

4.  前項の改正は、法人税等会計基準として改正される前の企業会計基準第 27 号「法人

税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（以下「2026 年改正前法人税等会計基準」

という。）におけるその適用対象となる税金を特定する方法を見直すことに関して、2024

年年次改善プロジェクトの審議の過程で意見が聞かれたことが契機であった。続いて

同プロジェクトで行った 2024 年 11 月の公開草案「2024 年年次改善プロジェクトによ

る企業会計基準等の改正（案）」の公表時のコメント募集において、我が国の会計基準

等は、見直しを行った場合でも我が国の税制等の周辺諸制度にきめ細かく対応される

べきであるという意見が寄せられた。 

5.  前項のコメント募集に寄せられた意見を踏まえて、2026 年改正前法人税等会計基準

等に定められている個別の税金ごとの具体的な取扱いは、企業会計基準等の適用にあ

たって参考となる文書である補足文書において示すこととした。これにより、税制改正
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によって個別の税金の創設又は廃止が行われたときであっても、企業会計基準等の改

正を行うことなく、補足文書の変更により機動的に対応することとした。上述の経緯か

ら、実務上参考となる情報を提供することを目的として、本文書を公表することとした。 

 

補足文書 

Ⅰ．我が国における課税対象利益を基礎とする税金 

関連する定め 

6.  法人税等会計基準では、法人税等会計基準の適用範囲及び「課税対象利益を基礎とす

る税金」の定義に関して、次のとおり定めている。 

企業会計基準第 27 号 

法人税等に関する会計基準 
 

会計基準 

範 囲 

2. 本会計基準は、法人税その他の課税対象利益を基礎とする税金に関する会計処理及び

開示に適用する。 

 

用語の定義 

4. 本会計基準における用語の定義は次のとおりとする。 

(2) 「課税対象利益を基礎とする税金」とは、課税対象利益を基礎として、課税当局の

定めに従って算定された税金及びその付加税をいう。課税対象利益を基礎とする税金

には、例えば、我が国の法人税、住民税のうち法人税額を課税標準として課すもの（以

下「住民税（法人税割）」という。）及び事業税のうち所得によって課すもの（以下「事

業税（所得割）」という。）が含まれる。 

 

我が国の税法で規定されている税金のうち課税対象利益を基礎とする税金に該

当するもの 

7.  我が国の税法で規定されている税金のうち課税対象利益を基礎とする税金に該当す

るものは、表 1 に掲げる税金である。 

（表 1） 

税金 根拠となる法律 

法人税 法人税法（昭和 40 年法律第 34 号） 

地方法人税 地方法人税法（平成 26 年法律第 11 号） 

防衛特別法人税 

我が国の防衛力の抜本的な強化等のた

めに必要な財源の確保に関する特別措

置法（令和 5年法律第 69 号）（以下「防

確法」という。） 
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特別法人事業税のうち基準法人所得割額

（地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）の規

定により計算した所得割額（税率について

は地方税法に規定する標準税率による。））

によって課すもの（以下「特別法人事業税

（基準法人所得割）」という。） 

特別法人事業税及び特別法人事業譲与

税に関する法律（平成 31 年法律第 4

号）（以下「特別法人事業税等法」とい

う。） 

住民税（法人税割） 地方税法 

事業税（所得割） 地方税法 

 

Ⅱ．法定実効税率の算定 

関連する定め 

8.  税効果適用指針では、「法定実効税率」の定義に関して、次のとおり定めている。 

企業会計基準適用指針第 28 号 

税効果会計に係る会計基準の適用指針 
 

適用指針 

用語の定義 

4. 本適用指針における用語の定義は、次のとおりとする。 

(11) 「法定実効税率」とは、課税対象利益に対する法令上規定された税率に基づく税

負担の比率をいう。 

 

法定実効税率の算式 

9.  我が国における法定実効税率は、グループ通算制度を適用する場合を除き、事業税

（所得割）及び特別法人事業税（基準法人所得割）が実際に納付する事業年度の課税所

得又は税務上の欠損金の計算上、損金に算入されることを勘案した次の算式によるも

のをいう。 

 

法定 
実効税率 ＝ 

法人税率×（1＋地方法人税率＋防衛特別法人税率＋住民税率） 
＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

 

（注） 防衛特別法人税の課税標準の計算において法人税額から基礎控除額として 500

万円を控除することとされているが、上述の算式においては考慮していない。 

10.  法定実効税率の算定例について、本文書の別紙 1 に示している。 
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Ⅲ．住民税（法人税割）、事業税（所得割）などの地方税についての

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

関連する定め 

11.  税効果適用指針では、住民税（法人税割）、事業税（所得割）などの地方税について

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率に関して、次のとおり定めてい

る。 

企業会計基準適用指針第 28 号 

税効果会計に係る会計基準の適用指針 
 

適用指針 

会計処理 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税法及び税率 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

47. 住民税（法人税割）、事業税（所得割）などの地方税（以下「住民税等」という。）

について、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率は、決算日において国

会で成立している地方税法等（住民税等の税率が規定されている税法をいう。以下同

じ。）に基づく税率による。 

48. 第 47項における決算日において国会で成立している地方税法等に基づく税率とは、

次の税率をいう。 

(1)  当事業年度において地方税法等を改正するための法律が成立していない場合

（地方税法等を改正するための法案が国会に提出されていない場合を含む。） 

決算日において国会で成立している地方税法等を受けた条例に規定されてい

る税率（標準税率又は超過課税による税率） 

(2)  当事業年度において地方税法等を改正するための法律が成立している場合 

① 改正された地方税法等（以下「改正地方税法等」という。）を受けて改正さ

れた条例（以下「改正条例」という。）が決算日以前に各地方公共団体の議会

等で成立している場合 

決算日において成立している条例に規定されている税率（標準税率又は超

過課税による税率） 

なお、決算日において成立している条例とは、決算日以前に成立した条例を

改正するための条例を反映した後の条例をいう。 

② 改正地方税法等を受けた改正条例が決算日以前に各地方公共団体の議会等

で成立していない場合 

ア 決算日において成立している条例に標準税率で課税することが規定され

ているとき 

改正地方税法等に規定されている標準税率 

イ 決算日において成立している条例に超過課税による税率で課税すること

が規定されているとき 

改正地方税法等に規定されている標準税率に、決算日において成立して

いる条例に規定されている超過課税による税率が改正直前の地方税法等の
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標準税率を超える差分を考慮する税率 

49. 第 48 項(2)②イに定める差分を考慮する税率を算定するにあたっては、例えば、次

の方法がある。 

(1)  改正地方税法等に規定されている標準税率に、決算日において成立している

条例に規定されている超過課税による税率が改正直前の地方税法等の標準税率

を超える数値を加えて算定する。なお、この結果として得られた税率が、改正地

方税法等に規定されている制限税率を超える場合は、当該制限税率とする。 

(2)  改正地方税法等に規定されている標準税率に、決算日において成立している

条例に規定されている超過課税による税率における改正直前の地方税法等の標

準税率に対する割合を乗じて算定する。なお、この結果として得られた税率が、

改正地方税法等に規定されている制限税率を超える場合は、当該制限税率とす

る。 

 

住民税（法人税割）、事業税（所得割）などの地方税についての繰延税金資産及

び繰延税金負債の計算に用いる税率 

12.  前項に記載の定めに関連して、改正地方税法等が決算日以前に成立し、当該改正地方

税法等を受けた改正条例が当該決算日に成立していない場合の法定実効税率の算定例

について、本文書の別紙 2 に示している。 

 

Ⅳ．グループ通算制度を適用する場合における繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に用いる税率 

関連する定め 

13.  実務対応報告第 42 号では、グループ通算制度を適用する場合の繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に用いる税率に関して、次のとおり定めている。 

実務対応報告第 42 号 

グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び

開示に関する取扱い 
 

会計処理 

II.税効果会計に関する会計処理 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率 

9. 本実務対応報告に定めのあるものを除き、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

用いる税率は税効果適用指針第 45 項から第 49 項の定めに従い、課税対象利益を基礎

とする税金の種類（以下「税金の種類」という。）ごとに適用する税率を算定する。 

また、繰延税金資産の回収可能性が法人税などのグループ通算制度の対象とされて

いる税金と対象とされていない税金とで異なる場合又はグループ通算制度の対象とさ

れていない税金の中でも繰延税金資産の回収可能性が税金によって異なる場合で、か
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つ、回収可能性が異なることによる重要な影響がある場合には、その影響を考慮した税

率で繰延税金資産の計算を行う。 

 

グループ通算制度を適用する場合における繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算に用いる税率 

14.  前項に記載の定めに関連して、グループ通算制度を適用する場合における繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率の算定例について、本文書の別紙 3 に示し

ている。 

 

以 上 
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（別紙 1）法定実効税率の算定例 
 

1. 前提条件 

(1) A 社の決算日は、3月 31 日である。 

(2) A 社は、複数の事業所を有するが、主な所得源泉地である本社所在地に適用されてい

る税率を基に法定実効税率を算定している。当該所在地における地方公共団体では、超

過課税による税率により住民税及び事業税を課している。 

(3) X1 年 3 月 31 日において成立している法律又は条例に規定されている税率であって、

X1 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の法定実効税率の算定に関連する税率は、（表 1）

のとおりである。 

(4) 以下では、数値について小数点以下第 3位を四捨五入している。 

（表 1） 

 根拠となる法律及び条例 
X1 年 4 月 1日以後開始する 

事業年度の税率 

法人税 法人税法 23.2 ％ 

地方法人税 地方法人税法 10.3 ％ 

防衛特別法人税 防確法 4.0 ％ 

特別法人事業税（基準法人

所得割） 
特別法人事業税等法 260.0 ％ 

住民税（法人税割）(*1) 

（超過課税による税率） 

 

条例 

 

10.4 ％ 

事業税（所得割） 

（標準税率） 

（超過課税による税率） 

 

地方税法 

条例 

 

1.0 ％ 

1.18％ 

(*1) 簡便的に、都道府県民税及び市町村民税の法人税割の税率を合わせて示している。 

 

2. 法定実効税率の計算式 

地方法人税、防衛特別法人税及び住民税（法人税割）の税率は法人税額を課税標準と

して定められている。また、特別法人事業税（基準法人所得割）の税率は、事業税（所

得割）の標準税率による税額を課税標準として定められている。これらを考慮すると、

法人税、地方法人税、防衛特別法人税、住民税（法人税割）、事業税（所得割）及び特別

法人事業税（基準法人所得割）の税金の額（以下「合計税額」という。）並びに課税所得

に対する合計税額の割合（以下「合計税率」という。）は、次のとおり算定される。 

法人税額 ＝ 課税所得×法人税率 

地方法人税額 ＝ 課税所得×法人税率×地方法人税率 

防衛特別法人税額 ＝ 課税所得×法人税率×防衛特別法人税率 

住民税額（法人税割） ＝ 課税所得×法人税率×住民税率 

事業税額（所得割） ＝ 課税所得×事業税率 
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特別法人事業税額 

（基準法人所得割） 
＝ 課税所得×事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

合計税額 ＝ 

課税所得×｛法人税率×（1＋地方法人税率＋防衛特別法

人税率＋住民税率）＋事業税率＋事業税率（標準税率）×

特別法人事業税率｝ 

合計税率 ＝ 
合計税額 

 
課税所得 

＝ 
法人税率×（1＋地方法人税率＋防衛特別法人税率＋住民税率） 

＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

また、事業税（所得割）及び特別法人事業税（基準法人所得割）は、実際に納付する

事業年度の課税所得又は税務上の欠損金の計算上、損金に算入されることを勘案すると、

法定実効税率は、合計税率から、事業税率に法定実効税率を乗じた数値、並びに事業税

率（標準税率）、特別法人事業税率及び法定実効税率を連乗した数値を控除して求められ

る。 

法定実効税率＝合計税率－事業税率×法定実効税率－事業税率（標準税率） 

×特別法人事業税率×法定実効税率 

（1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率）×法定実効税率＝合計税率 

法定実効税率＝ 
合計税率 

1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

上記の算式に、合計税率の算式を当てはめると、本文書第 9 項に示した次の算式が求

められる。 

法定実効税率＝ 

法人税率×（1＋地方法人税率＋防衛特別法人税率＋住民税率） 

＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

1＋事業税率＋事業税率（標準税率）×特別法人事業税率 

 

3. 法定実効税率の算定 

A 社の X1 年 3 月期における決算において、X1 年 4 月 1 日以後開始する事業年度に解

消される将来減算一時差異に係る繰延税金資産及び将来加算一時差異に係る繰延税金

負債の計算に用いる法定実効税率は、次のとおり算定される。 

法定実効税率 31.52％＝ 

23.2％×（1＋10.3％＋4.0％＋10.4％） 

＋1.18％＋1.0％×260.0％ 

1＋1.18％＋1.0％×260.0％ 

 

以 上 
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（別紙 2）改正地方税法等が決算日以前に成立し、当該改正

地方税法等を受けた改正条例が当該決算日に成

立していない場合の法定実効税率の算定例 
 

1. 前提条件 

(1) A 社の決算日は、3月 31 日である。 

(2) A 社は、複数の事業所を有するが、主な所得源泉地である本社所在地に適用されてい

る税率を基に法定実効税率を算定している。当該所在地における地方公共団体では、超

過課税による税率により住民税及び事業税を課している。 

(3) X2 年 3 月 31 日に、改正地方税法等が国会で成立し、X2 年 4 月 1 日以後開始する事業

年度の事業税（所得割）の標準税率が改正された。 

(4) X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の超過課税による税率を定めた改正条例は、X2 年

3 月 31 日において成立していない。 

(5) 事業税（所得割）の制限税率は、標準税率に 1.7 を乗じた税率である。 

(6) X2 年 3 月 31 日において成立している、X1 年 4 月 1 日から X2 年 3 月 31 日までの間に

開始する事業年度（当期）及び X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の法定実効税率の

算定に関連する税率は、（表 1）のとおりである。 

(7) 以下では、数値について小数点以下第 3位を四捨五入している。 

（表 1） 

 根拠となる法律及び条例 

X1 年 4 月 1日から 

X2 年 3 月 31 日まで

の間に開始する事業 

年度（当期）の税率 

X2 年 4 月 1日 

以後開始する 

事業年度の税率 

法人税 法人税法 23.2 ％ 20.0 ％ 

地方法人税 地方法人税法 10.3 ％ 8.0 ％ 

防衛特別法人税 防確法 4.0 ％ 2.0 ％ 

特別法人事業税（基準法

人所得割） 
特別法人事業税等法 260.0 ％ 260.0 ％ 

住民税（法人税割）(*1) 

（超過課税による税率） 

 

条例 

 

10.4 ％ 

 

8.0 ％ 

事業税（所得割） 

（標準税率） 

（超過課税による税率） 

 

地方税法(*2)  

条例  

 

 (ア)1.0 ％ 

(イ)1.18％ 

 

 (ウ)0.6 ％ 

（未 定）(*3) 

(*1) 簡便的に、都道府県民税及び市町村民税の法人税割の税率を合わせて示している。 

(*2) X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度の税率は、改正地方税法等に規定されている税率である。 

(*3) X2 年 4 月 1日以後開始する事業年度の税率は、改正地方税法等を受けた改正条例が成立してい

ないため、未定である。 
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2. X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税

による税率の算定 

当事業年度において地方税法等が改正され、かつ、当該改正地方税法等を受けた改正

条例が決算日以前に成立していない場合、当該決算日において成立している条例に超過

課税による税率で課税することが規定されているときは、改正地方税法等に規定されて

いる標準税率に、当該決算日において成立している条例に規定されている超過課税によ

る税率が改正直前の地方税法等の標準税率を超える差分を考慮する税率による（税効果

適用指針第 48 項(2)②イ）。 

当該差分を考慮する税率については次の 2 つの方法が考えられることから、それぞれ

の方法で法定実効税率を算定する。 

(1) 税効果適用指針第 49 項(1)による方法 

(2) 税効果適用指針第 49 項(2)による方法 

 

(1) 税効果適用指針第 49 項(1)による方法により超過課税による税率を算定する場合の法

定実効税率 

① X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税による税

率の算定 

税効果適用指針第 49 項(1)の方法によると、超過課税による税率を算定する場合、

改正地方税法等に規定されている標準税率（（表 1）の(ウ)）に、決算日において成

立している条例に規定されている超過課税による税率（（表 1）の(イ)）が改正直前

の地方税法等の標準税率（（表 1）の(ア)）を超える数値を加えて算定する。 

したがって、税効果適用指針第 49 項(1)による方法により X2 年 4 月 1 日以後開

始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税による税率は、次のとおり

0.78％と算定される。 

0.78％＝0.6％＋（1.18％－1.0％） 

なお、この結果として得られた税率 0.78％は、改正地方税法に規定されている事

業税（所得割）の制限税率（1.02％＝0.6％×1.7）を超えない税率である。 

 

② X2年 4月 1日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に用いる法定実効税率の算定 

①で算定した事業税（所得割）の超過課税による税率を前提とすると、X2 年 4 月

1 日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に用いる法定実効税率は、次のとおり算定される。 

法定実効税率 25.35％＝ 

20.0％×（1＋8.0％＋2.0％＋8.0％） 

＋0.78％＋0.6％×260.0％ 
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1＋0.78％＋0.6％×260.0％ 

 

(2) 税効果適用指針第 49 項(2)による方法により超過課税による税率を算定する場合の法

定実効税率 

① X2 年 4 月 1 日以後開始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税による税

率の算定 

税効果適用指針第 49 項(2)の方法によると、超過課税による税率を算定する場合、

改正地方税法等に規定されている標準税率（（表 1）の(ウ)）に、決算日において成

立している条例に規定されている超過課税による税率（（表 1）の(イ)）における改

正直前の地方税法等の標準税率（（表 1）の(ア)）に対する割合を乗じて算定する。 

したがって、税効果適用指針第 49 項(2)による方法により X2 年 4 月 1 日以後開

始する事業年度における事業税（所得割）の超過課税による税率は、次のとおり

0.71％と算定される。 

0.71％＝0.6％×（1.18％÷1.0％） 

なお、この結果として得られた税率 0.71％は、改正地方税法に規定されている事

業税（所得割）の制限税率（1.02％＝0.6％×1.7）を超えない税率である。 

 

② X2年 4月 1日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び繰

延税金負債の計算に用いる法定実効税率の算定 

①で算定した事業税（所得割）の超過課税による税率を前提とすると、X2 年 4 月

1 日以後開始する事業年度に解消する一時差異に係る繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算に用いる法定実効税率は、次のとおり算定される。 

法定実効税率 25.30％＝ 

20.0％×（1＋8.0％＋2.0％＋8.0％） 

＋0.71％＋0.6％×260.0％ 

1＋0.71％＋0.6％×260.0％ 

 

以 上 
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（別紙 3）グループ通算制度を適用する場合における繰延税

金資産及び繰延税金負債の計算に用いる税率の

算定例 
 

1. 前提条件 

(1) X1年末の将来減算一時差異は100とし、すべてX2年に解消が見込まれるものとする。

また、将来減算一時差異以外に一時差異等はないものとする。 

(2) 解消が見込まれる年度における税率は、（表 1）のとおりである。 

(3) 以下では、数値について小数点以下第 3位を四捨五入している。 

（表 1） 

 根拠となる法律及び条例 
解消が見込まれる年度に 

おける税率 

法人税 法人税法 23.2 ％ 

地方法人税 地方法人税法 10.3 ％ 

防衛特別法人税 防確法 4.0 ％ 

特別法人事業税（基準法人

所得割）(*1) 
特別法人事業税等法 260.0 ％ 

住民税（法人税割）(*2) 

（超過課税による税率） 

 

条例 

 

10.4 ％ 

事業税（所得割）(*1) 

（標準税率） 

（超過課税による税率） 

 

地方税法 

条例 

 

1.0 ％ 

1.18％ 

(*1) 特別法人事業税率を含めた事業税率は 3.78％（＝1.18％＋1.0％×260.0％）とし、以下では、

事業税率について特別法人事業税率を含めたものを用いる。 

(*2) 簡便的に、都道府県民税及び市町村民税の法人税割の税率を合わせて示している。 

 

2. 税金の種類ごとの繰延税金資産の回収可能性が異なることによる重要な影

響がない場合 

税金の種類ごとに繰延税金資産の回収可能性が異ならない場合、又は回収可能性が異

なることによる重要な影響がない場合、次のように適用税率を算定することになると考

えられる（実務対応報告第 42 号第 9 項）。 

 

法人税、地方法人税及び防衛特別法人税： 

法人税率×（1＋地方法人税率＋防衛特別法人税率）÷（1＋事業税率） 

＝23.2％×（1＋10.3％＋4.0％）÷（1＋3.78％）＝25.55％ 

住民税：法人税率×住民税率÷（1＋事業税率） 

＝23.2％×10.4％÷（1＋3.78％）＝2.32％ 

事業税：事業税率÷（1＋事業税率） 
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＝3.78％÷（1＋3.78％）＝3.64％ 

 

3. 税金の種類ごとの繰延税金資産の回収可能性が異なることによる重要な影

響がある場合 

繰延税金資産の回収可能性が法人税、地方法人税及び防衛特別法人税と事業税とで異

なる場合又は住民税と事業税とで異なる場合等、計上する繰延税金資産に対応する一時

差異等（以下「計上対象一時差異等」という。）の金額が税金の種類により異なる場合で、

かつ、回収可能性が異なることによる重要な影響がある場合には、その影響を考慮した

税率で繰延税金資産の計算を行う（実務対応報告第 42 号第 9 項また書き）。 

その場合、法人税、地方法人税、防衛特別法人税及び住民税の適用税率計算に使用さ

れる事業税率を次のように修正する方法も考えられる。 

例えば、将来減算一時差異（100）に対する繰延税金資産のうち、法人税、地方法人税

及び防衛特別法人税について回収可能性があると認められる部分が 100％（計上対象一

時差異等は 100）、住民税について回収可能性があると認められる部分が 10％（計上対象

一時差異等は 10）、事業税について回収可能性があると認められる部分が 20％（計上対

象一時差異等は 20）とする。 

この場合に、税金の種類ごとの繰延税金資産の回収可能性が異なることによる重要な

影響がある場合には、適用税率計算に使用される事業税率は次のように、法人税、地方

法人税及び防衛特別法人税に係る繰延税金資産の回収可能見込額の計算においては

0.76％、住民税に係る回収可能額の計算においては 7.56％に修正される。 

法定税率（3.78％）×事業税計上対象一時差異等（20）÷法人税、地方法人税及び防衛

特別法人税計上対象一時差異等（100）＝0.76％ 

法定税率（3.78％）×事業税計上対象一時差異等（20）÷住民税計上対象一時差異等（10）

＝7.56％ 

この結果、法人税、地方法人税及び防衛特別法人税に係る修正実効税率は 26.32％（＝

23.2％×（1＋10.3％＋4.0％）÷（1＋0.76％））、住民税に係る修正実効税率は 2.24％

（＝23.2％×10.4％÷（1＋7.56％））となり、繰延税金資産の回収可能見込額は、計上

対象一時差異等に修正実効税率を乗じて計算される場合には、次のとおりとなる。 

法人税、地方法人税及び防衛特別法人税に係る繰延税金資産： 

100×23.2％×（1＋10.3％＋4.0％）÷（1＋0.76％）＝26.32 

住民税に係る繰延税金資産：10×23.2％×10.4％÷（1＋7.56％）＝0.22 

事業税に係る繰延税金資産：20×3.78％÷（1＋3.78％）＝0.73 

合          計：26.32＋0.22＋0.73＝27.27 

以 上 


